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室自裁 決

審査請求人の住所及び氏名

■■■■
上記審査請求人代理人の住所及び氏名

■■■■■■
処分庁
津山市社会福祉事務所長

上記審査請求人（以下「請求人」という｡）から平成２４年２月２日付けで提起され
た、上記処分庁（以下「処分庁」という｡）が平成２３年１２月６日付けで請求人に対
して行った生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という｡）に基づく保
護廃止決定処分（以下「本件処分」という｡）に係る審査請求（以下「本件審査請求」
という｡）について、次のとおり裁決する。

主 文

本件処分を取り消す。

理 由
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第１本件審査請求の趣旨及び理由
請求人の次女(以下｢次女｣という｡)が交通事故を起こし一」
■の時点で､請求人は自動車損害賠償保険の仮渡金制度を利用する等により収入
を得て最低生活を営むことが可能であることから、処分庁は同日付けで職権による

保護の廃止（以下「職権廃止」という｡）を行うべきであったにもかかわらず、請求
人が死亡保険金を受領した後に職権廃止を行ったために、国民健康保険に加入して
いれば医療費の３割の負担で済んでいたものを、１０割部分を返還することとなり

請求人の自立助長を阻害するものであるから本件処分は違法又は不当であるので、
その取消しを求めるものである。

第２処分庁の弁明
事故発生時点では、最低生活を営めるだけの収入を得ているわけでないため、保

険金の受領後に本件処分を行ったことは適当である。
第３当庁の認定事実
』次女は､１■こ､自転車で走行中に自動車と交通事故(以
下｢本件事故｣という｡)を起こし､同日Ｉ一１に救急搬送され緊急手術
を受けたこと。
２次女は､■ ■に死亡したこと。
３次女は、請求人を死亡保険金受取人とする生命保険に加入していたこと。
４請求人は､平成23年１２月５日に保険会社から､災害入院給付一
■円と手術給付一円の合一円から保険割
■円を相殺し円を受領したこと。
５請求人は､平成２３年１２月５日に保険会社から、特約死亡保険墨１

ー円と解約返戻岨円の合 円を受領したこ
と。

６請求人は､平成23年１２月５日I君--巳を受診し､その費用１１，４９
０円が医療扶助として支払われていること。

７請求人の生活保護の決定の際の基準となる世帯(以下｢請求人世帯」という｡）
の平成２３年１０月の最低生活費及び収入は、次のとおりであること。

ア最低生活費
生活扶助（第１類請求人）２９，６００円

〃 （ 〃 次 女 ） ３ ３ ， ０ ２ ０ 円



ｈ

(第２類） ３９，４２０円
４０，０００円

〃

住宅扶助
１４２，０４０円計

イ 収 入
常用収入
（基礎控除）
老齢基礎年金
老齢厚生年金

１

１

円

円
Ｉ

Ｉ

円

円一一(特別徴収額）

■■■■隈
以上のことから同月について最低生活費に対して収入が下回っており、請求

人世帯が要保護状態であると認められること。
８請求人世帯の平成23年11月１日かまでの最低生活費は､次の
とおりであること。
１箇月分
７アに記載した最低生活費１４２，０４０円
冬 季 加 算 ３ ， ２ ８ ０ 円
計 １ ４ ５ ， ３ ２ ０ 円

同月'日かまで岨分
１４５，３２０円■÷３0日=■■■■■■円
収入は7イと同様に１箇月一円であり､同月１日から１-１
まで岨分としては■ー可悪玉三豆曼。
以上のことから同月'日から１-１までについて最低生活費に対して収入

が下回っており、請求人世帯が要保護状態であると認められること。
９請求人世帯が次女の死亡により請求人のみとなっだ■■、
ら同月３０日までの最低生活費は、次のとおりであること。
１箇月分
第 １ 類 ２ ９ ， ６ ０ ０ 円
第 ２ 類 ３ ５ ， ６ １ ０ 円
冬 季 加 算 ２ ， ５ ３ ０ 円
住 宅 扶 助 ４ ０ ， ０ ０ ０ 円

’



計 １ ０ ７ ， ７ ４ ０ 円

『-ｌから同月３０日までの1■■日分
107,740円×■÷30日=■ロ円
収入は7イと同様に1箇月一円であり､■■■■から同月３０
日まで吟としてI畑■■■円であること。
以上のことか咽１から同月３０日までについて最低生活費に対して収

入が下回っており、請求人世帯が要保護状態であると認められること。
1０請求人世帯の平成２３年１２月１日から同月４日までの最低生活費は９と同

様に１箇月分１０７，７４０円であり、同月１日から同月４日までの４日分と
しては、１４，３６５円であること。
収入は7ｲと同様に1箇月分１■円であり､同月１日から同月4日
までの4日分としてはＵ一,円であること。
以上のことから同月１日から同月４日までについて最低生活費に対して収入

が下回っており、請求人世帯が要保護状態であると認められること。
1１請求人世帯の平成２３年１２月５日から同月３１日までの最低生活費は、次
のとおりであること。
１箇月分
第 １ 類 ２ ９ ， ６ ０ ０ 円
第 ２ 類 ３ ５ ， ６ １ ０ 円
冬 季 加 算 ２ ， ５ ３ ０ 円
住 宅 扶 助 ４ ０ ， ０ ０ ０ 円

- ■ 凸

計 １ ０ ７ ， ７ ４ ０ 円
同月５日から同月３１日までの２７日分
１０７，７４０円×２７日÷３０日＝９６，９６６円

期末一時扶助１１，６３０円
計 １ ０ ８ ， ５ ９ ６ 円

収入は7イと同様に1箇月う珊一一|円であり、同月５日から同月３１
日までの27日分としてー円であること。

i、処分庁が請求人世
日までの保護費は、
処分庁は、平成２

帯に支弁し ら同年１２月ている1２

■■■1-『ー
０ 円であること。

3年１２月６日にケース診断会議を開催し、４及び５の額1３

、



（以下「保険金」という｡）から法第６３条による返還額の見込の額を控除して
も残額により最低生活が可能として本件処分を行うことを決定したこと。

１４処分庁は、本件処分について、平成２３年１２月７日付け、津環社生第４９
１４８号により請求人に通知したこと。

第４当庁の判断
法第２６条によると、保護の実施機関は、被保護者が保護を必要としなくなった
ときは､･すみやかに、保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、これを被保護
者に通知しなければならないとされている。
また、生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて（昭和３８年４月１日

付け、厚生省発社保第３４号。厚生省社会局保護課長通知。以下「課長通知」とい
う6）第１０の１２によると、法第２６条の規定により保護の廃止を行う場合の取扱
いの基準が示されており、保護を廃止すべき場合は当該世帯における臨時的な収入
の増加、最低生活費の臨時的な減少等により、以後おおむね６箇月を超えて保護を
要しない状態が継続すると認められるときとされており、保護の廃止は、保護を要
しなくなった日から行うことを原則とするとされている。
そして、生活保護法による保護の実施要領について（昭和３６年４月１日付け厚
生省発社第１２３号。厚生事務次官通知）第１０によると、保護の要否は、原則と
して、当該世帯につき認定した最低生活費と収入として認定した額との対比によっ
て決定することとされている。
以上の趣旨に照らして本件処分について検討する。
まず、第３の１の本件事故が発生した日から請求人が保険金を受領した日（以下
「保険金受領日」という｡）の前日までの問に、処分庁が職権廃止を行わなかったこ

とについて検討する。
保険金のうち、災害入院給付金は入院を開始した日からその日を含めて４日分が
控除されるため､次女が入院した日の4日後のから支給対
象となる。このことから災害入院給付金については同日が、手術給付金については
次女が手術を受けた日である■が､死亡給付金については次女が死亡した
日であがそれぞれ資力の発生日となる。
いずれの場合も、資力の発生日において、請求人は保険金を受領していないため、

保護の要否を決定する際の収入とすることはできない。このことから、第３の７か
ら10までのとおり事故発生日から保険金受領日の前日までの間に保護の要否を決定

ク ー

̅ 一



、

する際の収入と認定することができるものは、事故発生日前から請求人が受領して
いた常用収入、老齢基礎年金及び老齢厚生年金のみであり、これらの収入によれば
請求人世帯は要保護状態であると認められる。
以上のことから、処分庁が、事故発生日から保険金受領日の前日までの間に職権
廃止を行わなかったことについて違法又は不当な点は認められない。
次に、保険金受領日に職権廃止を行うのが適当かどうか検討する。
法第６３条によると、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわ
らず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対
して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実
施機関の定める額を返還しなければならないとされている。請求人は、第３の４及
び５のとおり平成２３年１２月５日に保険金を受領している。保険金の一部はその
内容により次女が入院した日等を資力の発生日として、処分庁が支弁した保護費の
範囲内で処分庁に返還することとなる。返還額の決定はされていないが、第３の１２
のとおり処分庁がq■■■■■■■■■から同年12月5日までの間に請求人に
支弁した保護費は■■■■■■■■■■円であり、この範囲内で当該返還額が決定さ
れることになり、保険金の額から返還額の見込の額の最大の額を差し引いた額■
■■■■■■■■円が保険金に係る請求人の収入の見込の額の最小の額であると認め
られる｡これを6箇月で分割した一円が当該額の'箇月分の額(以下
「１箇月分保険金収入」という｡）となる。

第３の11から、請求人世帯の平成23年12月５日から同月31日までの収入は

■■■■■l■円であり、１箇月分保険金収入を同月５日から同月３１日までの２７
日分に割り戻した額一円を加えた請求人世帯の同月5日から同月3Ⅱ
日までの収入の見込の額の最小の額は円となる｡当該額と第３のⅢ
の最低生活費１０８，５９６円とを対比すると当該額が上回っていることから、請

求人世帯が同月５日から要保護状態でないと認められる。＝
このことから、職権廃止は平成２３年１２月５日に行うことが適当であると認め
られる。
一般的に、本件処分のように、不利益処分の日を遡及するよう変更することは、

請求人の利益にならないと考えられる。しかしながら、第１で請求人が主張してい
るとおり、保護の受給中は医療費の全額を医療扶助で支出するが、法第６３条によ
る返還が発生すれば、結果として請求人が返還の事由が発生した時点に遡って、全
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額を負担する形となり、返還の事由が発生した時点から保護を廃止し、医療保険を
適用していた場合と比して、廃止の日が遅くなればなるほど請求人の負担が増える
こととなる。本件の場合は、第３の６のとおり請求人が歯科を受診していることか
ら、職権廃止の日を平成２３年１２月５日とすることにより返還額が減り、このこ
とは請求人の利益となるから、本件処分における職権廃止の日は平成２３年１２月
５日とすることが適当であると認められる。
次に、請求人が主張する、事故発生日まで遡って保護の廃止を行うことが可能で
あるか検討する。
まず、自動車賠償責任保険の仮渡金制度であるが、この制度を利用するとしても、

請求のために交通事故証明書や医師の診断書等の添付が必要であり、これら必要書
類が整うまでに相当な日数を要すると見込まれ、実際に受領するまでの間は、保護
の要否を決定する際の収入とみることはできず、少なくとも事故発生日に遡っての
職権廃止は不可能であり、また、請求人が仮渡金の請求をした事実は確認するこ･と
ができない。
また、課長通知第１０の１２-３によると、保護受給中の者から「保護を辞退す
る」旨の書面（以下「辞退届」という｡）が提出された場合の取扱いについて、被保
護者から提出された「辞退届」が有効なものであり、かつ、保護を廃止することで
直ちに急迫した状況に陥ると認められない場合には、当該保護を廃止して差し支え
ないとされている。しかしながら、請求人からは、事故発生日から保険金受領日の
前日までの間に辞退届が提出された事実はない。
なお、請求人が主張する説明の有無等その他の事項については、個別に検討する
までもなく職権廃止を事故発生日に遡って行わせる根拠となるものではない。

＝ ■ 一
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以上のことから、職権廃止の日を平成２３年１２月６日とした本件処分は不適当
であり、本件審査請求は理由があることから、行政不服審査法（昭和３７年法律第
１６０号）第４０条第３項の規定により、主文のとおり裁決する。

平成２４年６月５日
岡 山 県 知 事 石 井 正



(教示）
この裁決に不服があるときは、次のことを行うことができる。

(1)この裁決のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、厚生労働大
臣に対して再審査請求を行うこと（ただし、裁決があった日の翌日から起算して１
年を経過したときは、再審査請求をすることができない｡)。
(2)この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、津山市を被告
として（訴訟において市を代表する者は、市長となる｡）本件処分の取消しの訴えを
提起すること（ただし、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過したときは､
訴えを提起することができない｡)。
(3)この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、岡山県を被告
として（訴訟において県を代表する者は、知事となる｡）この裁決の取消しの訴えを
提起すること（ただし、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、

１

１

訴えを提起することができない｡)。
(1)から(3)までのいずれについても行うこと。(4)
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